
 

 

5.液状化の検討 

 

5－1 液状化の検討について 

 

地震時における液状化の検討は、日本建築学会発行『建築基礎構造設計指針 2001』に

従い、以下に示す方法で実施した。また、今回は No.2 孔で液状化の検討を行った。 

 

(１) 対象とすべき土層 

液状化の判定を行う必要がある飽和土層は、以下に示されるとおりである。 

 

① 地表面から 20m 程度以浅の沖積層 

② 細粒土含有率 FC≦35％の地層 

③ 細粒土含有率 FC＞35％の地層において(埋め立て地盤・人口造成地盤) 

・粘土分(5μm以下)の含有率≦10％ 

・または塑性指数 Ip≦15％の低塑性シルト層 

 

(２) 液状化危険度予測 

液状化判定は、図 5-1-1～図 5-1-3 を用い、以下の手順により行う。 

 

 （ａ）検討地点の地盤内の各深さに発生する等価な繰り返しせん断応力比を次式によっ

て計算する。 

 

 

 

τｄ：水平面に生じる等価な一定繰り返しせん断応力振幅（kPa） 

    σ´ｚ：検討深さにおける有効土被り圧（鉛直有効応力）（kPa） 

       γｎ：等価な繰り返し回数に関する補正係数で、γｎ＝0.1（Ｍ－１） 

        ただし、Ｍは地震のマグニチュード 

αmax´：地表面における設計水平加速度（cm/s2） 

   ｇ：重力加速度（980ｃm/s2） 

  σｚ：検討深さにおける全土被り圧（鉛直全応力）（kPa） 

γｄ ：地盤が剛体でないことによる低減係数でγｄ＝1－0.015ｚ 

   ｚはメートル単位で表した地表面からの検討深さ 

τd 
＝γn 

αmax  σz 
γd 

σ’z g  σ’z 
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 （ｂ）各深さにおける補正Ｎ値（Ｎａ）を、下式を用いて計算する。 

 

Ｎａ＝ Ｎ１＋⊿Ｎｆ 

Ｎ１ ＝ ＣＮ・Ｎ 

ＣＮ ＝
98 

σ’z 

 

       Ｎａ：補正Ｎ値 

       Ｎ１：換算Ｎ値 

△Ｎｆ：細粒分含有率に応じた補正Ｎ値増分で、図 5-2 による 

ＣＮ ：換算Ｎ値係数 

Ｎ：実測Ｎ値 

 

 

 （ｃ）図 5-1-1 の限界せん断ひずみ振幅５％曲線を用いて、補正Ｎ値（Ｎａ）に対応する

飽和土層の液状化抵抗比Ｒ＝τι/σ´ｚを求める。ここに、τιは水平断面における

液状化抵抗である。 

 

 

 （ｄ）各深さにおける液状化発生に対する安全率ＦＬを次式により計算する。 

 

ＦＬ＝

τｌ 

＝
τｌ σ’z 

τd τd 

σ’z 

 

 

上式から求めた FL 値が１より大きくなる土層については液状化の可能性はない

ものと判定し、逆に１以下となる場合は、その可能性があり、値が小さくなるほど

液状化発生危険度が低く、また、FLの値が１を切る土層が厚くなるほど危険度が高

くなるものと判断する。 
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             図 5-1-1 補正 N値と液状化抵抗,動的せん断ひずみの関係 

建築基礎構造設計指針『2001』 P63より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図 5-1-2 細粒分含有率と N値の補正係数 

建築基礎構造設計指針『2001』 P63より 
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図 5-1-3 補正 N値,マグニチュード,繰り返し回数と補正係数の関係 

建築基礎構造設計指針『2001』 P63より 
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 ・液状化発生に対する液状化指数 PLを次式により計算する。 

 

F = 1－FL（FL＜1.0 の場合） 

F = 0（FL≧1.0 の場合） 

W(z) = 10.0－0.5×z 

W(z)：深さ方向の重み関数 

z：地表面までの深さ[ｍ] 

 

上式から求めた PL値を表 5-1-1 にあてはめ、液状化の危険度を判定する。 

以上が『地震による液状化とその対策』に示されている液状化判定の方法である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-1-4 液状化指数 PL値の概要 

 

 

表 5-1-1 PL値による液状化危険度の区分 
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PL ＝ ∫
20 

0
F×W(z)dz 
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(３) 液状化の検討条件 

 

（ａ）検討深度 

   液状化検討深度は、深度 0.0ｍ～20.0ｍ間の沖積層を対象とした。 

 

（ｂ）地下水位 

   地下水位については、検討対象となる自由地下水位として、調査ボーリング削孔 

時に確認された水位を用いた。 

№1孔：5.1ｍ №2孔：1.7ｍ 

 

（ｃ）水平加速度：150 (cm/s2) ， 200 (cm/s2) 

   

（ｄ）マグニチュード：7.5 

 

（ｅ）土の単位体積重量 

計算式に用いる土質定数の単位重量は、表 5-2 を参考に決定した。 

 
 

表 5-1-2 土質分類と単位重量，平均粒径，細粒分含有率の概略値 
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5－2 液状化の判定結果 

 

液状化の検討深度は、（３）の検討条件より孔内水位以深の、細粒土含有率 FC≦35％

の沖積土層内において、水平加速度150(cm/s2)，200(cm/s2)で液状化の判定を実施した。 

 

表 5-2-1 粒度試験結果の細粒分含有率一覧表 

試料番号 
試験実施深度 

GL-（ｍ） 
土質記号 土質区分 

細粒分含有率

Fc（％） 

№1-1 3.15～3.45 As1 シルト質砂 40.2 

№1-2 5.15～5.45 As1 シルト混じり砂 22.5 

№1-3 8.15～8.47 As1 砂 28.5 

№1-4 12.15～12.45 As1 シルト混じり砂 34.4 

№1-5 15.15～15.45 As1 シルト混じり砂 20.5 

№2-1 3.15～3.45 As1 礫混じり砂 9.0 

№2-2 6.15～6.45 As1 シルト混じり砂 22.9 

№2-3 9.15～9.45 As1 砂 21.5 

№2-4 12.15～12.45 As1 シルト混じり砂 44.7 

№2-5 15.15～15.45 As1 シルト混じり砂 16.6 
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5－2－1 液状化に対する安全率 FL値による液状化判定 

 

●№1孔 

・ 150(cm/s2)の場合 

液状化対象層において FL>1 を示し、“液状化発生の可能性は低い”と判断される。 

 

・ 200(cm/s2)の場合 

液状化対象層において FL>1 を示し、“液状化発生の可能性は低い”と判断される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 5-2-1 液状化検討結果 FL値分布図 150（㎝/s2），200（㎝/s2） №1孔  
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●№2孔 

・ 150(cm/s2)の場合 

液状化対象層において FL>1 を示し、“液状化発生の可能性は低い”と判断される。 

 

・ 200(cm/s2)の場合 

    GL-3.0～6.0m 間の礫混じり砂（深度 4.3m、5.3ｍ），GL-7.0～11.0m 間の砂（深度

7.3m、9.3ｍ），GL-11.0～16.0m 間のシルト混じり砂（深度 11.3m，14.3m）で FL＜1

を示し、“液状化発生の可能性が高い”と判断される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-2 液状化検討結果 FL値分布図 150（㎝/s2），200（㎝/s2）№2孔 
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5－2－2 液状化指数 PL値による液状化判定 

 

●№1孔 

・ 150(cm/s2)の場合 

前述した安全率 FL値による液状化判定結果より、FL>1 となり“液状化発生の可 

能性は低い”と判断された層は、液状化指数 PL における検討結果では、PL＝0.000

を示し“液状化危険度はかなり低い”と判断される。 

 

・ 200(cm/s2)の場合 

前述した安全率 FL値による液状化判定結果より、FL>1 となり“液状化発生の可 

能性は低い”と判断された層は、液状化指数 PL における検討結果では、PL＝0.000

を示し“液状化危険度はかなり低い”と判断される。 

 

●№2孔 

・ 150(cm/s2)の場合 

前述した安全率 FL値による液状化判定結果より、FL>1 となり“液状化発生の可 

能性は低い”と判断された層は、液状化指数 PL における検討結果では、PL＝0.000

を示し“液状化危険度はかなり低い”と判断される。 

 

・ 200(cm/s2)の場合 

前述した安全率 FL値による液状化判定結果より、FL＜1となり“液状化発生の可 

能性は高い”と判断された層は、GL-3.0～6.0m 間の礫混じり砂，GL-7.0～11.0m 間

の砂，GL-11.0～16.0m 間のシルト混じり砂（深度 11.3m，14.3m）である。 

液状化指数 PLにおける検討結果では、PL＝3.329を示し“液状化危険度は低い”

と判断される。 

 

表 5-2-2 PL値による液状化危険度の区分 
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表 5-2-3 液状化指数検討結果 №1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 5-2-4 液状化指数検討結果 №2 

 

 

 

   

P5-11



 

 

5－2－3 液状化抵抗比Ｄcy 

 

地表変位をＤcyとし液状化程度の指標とする。 

地表変位(Ｄcy)は図 5-7より繰り返しせん断ひずみ(γcy)を推定し計算で求めること 

ができ、Ｄcyは沈下量(S)と読みかえることができる。 

  

Ｄcy ＝ ∑γcy × Ｈ（層厚）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   表 5-2-5 Ｄcyと液状化の程度の関係 

 

 

 

 

図 5-2-3 補正 N地と繰り返しせん断ひずみの関係 

建築基礎構造設計指針『2001』 P66より 
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今回の液状化検討結果を用いて、図 5-2-3 より液状化抵抗比Ｄcyを算出した。 

 

表 5-2-6 液状化抵抗比Ｄcy №1孔 
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表 5-2-7 液状化抵抗比Ｄcy №2孔 
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●№1孔 

 

 ・水平加速度 150（cm/s2）の場合 

  表 5-7 よりＤcy＝0.0を示し、表 5-6 より “液状化の程度はなし”と判断される。 

 

 ・水平加速度 200（cm/s2）の場合 

表 5-7 よりＤcy＝0.0を示し、表 5-6 より “液状化の程度はなし”と判断される。 

 

 

●№2孔 

 

 ・水平加速度 150（cm/s2）の場合 

  表 5-8 よりＤcy＝0.0を示し、表 5-6 より “液状化の程度はなし”と判断される。 

 

・水平加速度 200（cm/s2）の場合 

表 5-8 よりＤcy＝5.2を示し、表 5-6 より “液状化の程度は小”と判断される。 

 

 

但し、液状化の発生の可能性は、地下水位、水平加速度によって異なるため、液状

化の対策については建物の用途、規模を考慮して、適宜対応の有無を判断すべきと考

える。 
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5－2－4 補正係数β 

 

液状化の検討結果を用いて図 5-6 より地盤反力係数の低減率を求めた。 

各層毎の最小補正Ｎ値(Ｎa)を採用し、下表に示すβ値(補正係数)とした。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5-2-4 地盤反力係数の低減率 

建築基礎構造設計指針『2001』 P69より           

 

 

表 5-2-8 各層毎のβ値(補正係数)結果表 №2孔(レベル 2) 

層記号 最小 Naの深度 
補正Ｎ値 

Na 
補正係数 
β値 

As1 5.300m 13.319 0.15 
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